
3 款 1 項 15 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

14,871 14,871 14,871 14,871 14,871 74,355

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

委託相談支援事業所数 か所 3 3 3 3
事業所における相談件数（延件数） 件 9430 9000 4430 9985
事業所における相談件数（実数） 件 380 400 190 360

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 17,813 15,827 1,528 11,800

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

4,085
県支出金 0 700 0 2,042

人件費 2,942 3,055 1,527 3,055
国庫支出金 0 1,400 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.37 0.38 0.19 0.38
人件費単価 7,954 8,042 8,042

3,056
合計 0 17,927 1,528 17,927

事業費
直接事業費 14,870 14,871 0 14,871
人件費 2,943 3,056 1,528

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

障がい者等、障がい児の保護者又は障がい者等の介護を行う者などからの相談に応じ、必要な情報の提供
等の便宜を供与することや、権利擁護のために必要な援助を行うことにより、障がい者等が自立した日常生活
又は社会生活を営むことができるようにすることを目的とする。

事業の内容

法制定により、平成18年10月から事業を実施しており、相談支援専門員を配置している指定相談事業者に委
託して事業を行う。相談内容は、福祉サービス等の利用援助、社会資源を活用するための支援等である。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

新規相談件数の増加や継続した困難家庭の支援など、障害者相談員にかかる負荷が増大している。相談支
援事業所と一緒にケア会議に参加したり、適切な指導や情報収集などを行い、連携体制を強化したい。

事業の対象 生活の支援を必要とする障がい者（児）およびその家族。又は市長が必要と認めた者

根拠法令等
障害者総合支援法　第77条

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
福祉施策の向上と充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 福祉課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業
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記入者情報 所属長： 渡辺 悦子 担当責任者： 大森 秀泰

事務事業名 相談支援事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

ライフステージに合わせて、障がい者や障がい児の保護者や家族の不安や進路について、相談に乗り、
複数の選択肢を提案し、本人の希望や適正に合ったサービスを提供し、定期的にモニタリングを実施しな
がら、目標達成を検証し、必要に応じて修整を加える相談支援体制が確立し、利用者に周知できている。
しかしながら、新規の相談件数の増加や、困難事例が継続し、相談員の負担が大きい。新規の相談支援
員を育成しようにも、多様な経験と知識を有する必要があるため、人材がいないことや、仕事量に見合う
報酬単価ではないことの一因である。

二次評価

A成果向上の可能性 5
施策への貢献度 5

効率性
手段の最適性 4

Aコスト効率

課題認識

　相談件数が増え、内容も複雑になってきている。人が相手であるだけに、単に障がいサービスについて
の相談だけにとどまらず、かなり立ち入った個人的なことにまで関わらざるを得ないケースが増えてきてい
る。このため、相談員が疲弊している。相談員の負担軽減を図る必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

5
受益者負担の適正 5

施策への貢献度 5

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 5

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 4

Aコスト効率 5
受益者負担の適正 5

有効性
事業の効果 5

A成果向上の可能性 5

目　　標 20 20 20 20
実　　績 54 52 0 0

成果指標

成果指標
市窓口への相談から相談支援事業所へ紹介した件数

指標設定の
考え方

相談支援事業を紹介する事で、適切な支援へつなげ、不安の軽減や安定した日常生活・私生活を営むことが
できるため、紹介した件数を指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


